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[論文要旨】

大学進学率の上昇にともない.労働市場における大卒の割合も増加傾向にある。労働者におけ

る大卒者の割合が増加すれば，労働市場の平均的な教育年数も増加することは容易に推測でき

る。もし.人的資本のスピルオーバーが存在し.高学歴化が本人のみならず周囲へも正の影響を

及ぼすならば，高学歴者が多い産業は学歴が低い者の賃金も51き上げるはずである。本稿では産

業別の長期パネルデータである JIP2012を用い，それぞれの産業の平均教育年数が.各学歴の平

均賃金に正の影響を及ぼしているかどうかを検証している。産業特有の効果を考慮するため.推

定手法には固定効果モデルを採用した。実証分析の結果.高卒と高専・短大の平均労働コストに

対して，産業の平均教育年数は正の影響を及ぼすことを明らかにした。ただし，中卒と大卒の労

働コストに対しては.産業の平均教育年数は有意な影響を示さなかった。これらから，産業の平

均教育年数が上昇することで賃金が上昇する学歴層も存在するが.スピルオーバーの源泉と考え

られる大卒はスピルオーバーの恩恵を受けにくいといえる。

[キーワード1人的資本.外部性.スピルオーパー.平均教育年数.JIPデータペース
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5.データ

6.実証分析

7.結論

1. はじめに

大学進学率の上昇にともない，労働市場における大卒の割合も増加傾向にある。労働者におけ

る大卒者の割合が増加すれば，労働市場の平均的な教育年数も増加することは容易に推測でき

る。学歴に関する既存研究の多くは.個人が高学歴を達成することによって，本人の賃金にどの

ような影響があるか.ということに注目してきた。大学進学率が現在に比べて低い時代には学歴

聞の賃金格差が主に取り上げられ.その後は同じ学歴の者であっても出身校の違いによって賃金

に差が生じるか，といったことにも焦点が当てられてきた。たとえば，田中 (2∞2)の分析によ

れば中卒労働者と比べて高卒労働者だと約 15%.高専・短大卒労働者では約 30%.大卒労働者

にいたっては 40%以上の賃金格差が存在することが明らかにされており. Ono (2∞4)はミン

サー型の賃金関数に大学の入試難易度を説明変数として加え 大学入試難易度が高くなるにつれ

賃金も高くなる傾向を見出している。これらの研究は，教育が人的資本の水準を引き上げ.個人

がより生産的になることによって賃金が上昇するのか，または高学歴は能力の高さを表すシグナ

リング機能の役割を果たすことを通じて賃金が高いのか，といった識論をするうえで，非常に重
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要な研究である。

しかし，これらの研究は教育の私的収益率に関心が寄せられており，教育の大きな役割である

外部性についての研究は数少ない。

図lは，正規雇用者における学歴別労働者数の時系列変化を示している。図 lからは，中卒労

働者の減少が顕著であることがわかる。 1990年半ばまでは高卒労働者，高専・短大卒労働者と

大卒労働者は増加してきた。その後も中卒労働者は減少し続けるが高卒労働者も減少し始める。

労働者数自体はまだまだ高卒労働者が多いが 短大・高専卒労働者と大卒労働者は着実に増加し

続け.労働市場における高学歴化は依然として進んでいる。この背景には， 1974年に高校進学

率が90%3を超えたことで.新卒労働市場にはほとんど中卒労働者が現れず，定年を迎えた中卒

労働者が労働市場から退出していったことが考えられる。また.大学進学率は 2013年では

49.9%4，新卒労働市場の人数に関しては高卒約 18万3千人.高専・短大卒約 5万2千人，大卒

約37万6千人となり，労働市場に参入する高学歴者の人数が多くなっていることも大きな要因

の一つである。

槙井 (2⑪09)の推計によると，高学歴によって 1980年以降の 25年間で.労働の質が約8%向

上した。しかし，この労働の質の向上は，高等教育を受けた本人にのみ恩恵があるのだろうか。

つまり.大卒者の増加は外部性を持たず.大卒者の賃金にのみ反映されるかどうか.ということ

である。

もし人的資本のスピルオーバーが存在し 高学歴化が本人のみならず周囲へも正の影響を及

ぼすならば，高学歴者が多い産業は学歴が低い者の賃金も引き上げるはずである。本稿では産業

別の長期パネルデータである]IP2012を用い，それぞれの産業の平均教育年数が，各学歴の平均

賃金に正の影響を及ぼしているかどうかを検証している。

本稿の構成は以下の通りである。次節では本稿で使用する JIP2012のデータを用いて.産業分

類別の平均教育年数と労働コストの変化について概観している。第3節では.人的資本のスピル

オーバー効果や地域における平均教育年数の上昇が個人の所得にどのような影響を与えているか

実証的に分析している先行研究をまとめている。第4節では先行研究が使用した理論モデルと，

それに沿った推計モデルを紹介している。第5節ではデータの説明を行ない，第6節では固定効

果モデルを使用した実証分析の結果について考察している。第7節で本稿のまとめを行なう。

2.現状分析

JIPデータベースの計測法については，探尾・富川編 (2∞8)に詳細に記されている。労働コ

ストの推計方法に関しでも詳細に記述されているが，ここでは簡単に紹介する。『毎月勤労統計

調査jの産業大分類別月間平均給与額を 12倍したものに， r就労条件総合調査jの現金給与以外

3 文部科学省 (2014)r学校基本調査」年次統計のデータを使用。

4 過年度高卒者も含む。
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の労働費用をベンチマークとしている 5。基本的には賃金のことを示していると解釈できょう。

紙帽の都合上.住宅部門とその他部門以外の 106部門すべての平均教育年数と学歴別平均労働コ

ストを掲載することができないため. rSNA 経済活動別分類(大)Jに従って. 12部門に集計

しなおした。図 2-13がそれらを示している。平均教育年数は. 106部門それぞれの学歴別労

働者数に中卒なら 9.高卒なら 12.高専・短大なら 14.大卒なら 16をかけ.その数値を 12に

分けた部門ごとに合計し. 12部門ごとの中卒・高卒・高専・短大卒・大卒の合計人数6で除す

ことで作成している。 12産業別・学歴別の平均労働コストも同様に計算した。労働コストは

2∞0年の値を基準に実質値にしている。

図2-13の横軸は年を示している。左軸は労働コストを示しているが.産業大分類ごとに最

小値と最大値の大きさが異なっている。右軸は平均教育年数を示しており，最小値は 8年.最大

値は 15年に統一されている。

1973年の時点で平均教育年数が一番低いのは農林水産業であり.9.86年である。さらに，す

べての学歴区分における平均労働コストも 12産業のうちで最も低い。農林水産業の平均教育年

数や学歴別平均コストの順位は 2∞9年時点で変化していない。ただし，平均教育年数は 12.11

年となっており，高学歴化が進んでいる。鉱業が次いで平均教育年数が低い産業であり. 1973 

年の時点では農林水産業と 0.15年程度しか変わらない。 2∞9年時点でも平均教育年数は農林水

産業よりも 0.2年高いだけである。しかし.学歴別労働コストは農林水産業と大きく異なってい

る。 1973年時点での中卒の平均労働コストは約 350万円であり，農林水産業のそれよりも 130

万円以上高い。さらに，大卒の平均労働コストは 250万円以上差がある。 2∞9年では，農林水

産業と鉱業の中卒労働コストの差は大きく変化していないが，大卒の平均労働コストは約 370万

円に拡大している。また 特徴的なのは.学歴聞の労働コストの差である。農林水産業では.

1973年において中卒と大卒の差が約 110万円なのに対し，鉱業では約 230万円となっている。

2∞9年ではそれがさらに拡大し.それぞれ農林水産業が約 250万円.鉱業が約 350万となって

いる。ただし，中卒と高卒.高専・短大における労働コストの大きな差は見受けられない。また.

時系列でみた場合.大卒の労働コストは大きく増加している一方，他の学歴の平均労働コストは

増加傾向にあるが，大卒ほどの変化は見られない。平均教育年数は増加傾向にあるといえる。

製造業では平均教育年数が 1973年では約 10.7年であったが 2∞9年には 12.9年となって 2

年以上伸ぴている。製造業の大卒以外の労働コストに閲しては 2∞6年頃まで同じように上昇

している。それに対し，大卒の労働コストは上昇幅が大きい。平均教育年数は一貫して上昇傾向

にあるといえる。建設業で特徴的な動きを見せているのは，大卒労働コストであり. 1991年ま

でに大幅な上昇を見せたあと.横ぽいとなっている。これは農林水産業の大卒労働コストと似た

5 詳しくは.深尾・宮川編 (2∞8)pp.97-98を参考にされたい。

6 パートタイマーと自営業者の学歴別労働者数のデータは入手できなかったため.平均教育年数を作成するにあ

たっては，これらの区分を使用していない。

-92 -



ような傾向を見せている。

卸小売業の学歴別労働コストの増減に関してはすべての学歴が同じ動きをしているようにみら

れるが.上昇幅は大卒が大きくなっている。平均教育年数は観測期間において1.9年増加していた。

1973年から 2∞9年の聞の平均教育年数の増加は電気・ガス・水道で約1.1年.運輸・通信業

は約 0.9年となっており.他の産業と比べて高学歴化の進み具合は急でないことがうかがえる。

電気・ガス・水道と運輸・通信業はもともとの教育年数がこれまで見てきた産業と比較して高い

が，この2つの産業よりも平均教育年数が高い産業でも，より多い教育年数の増加を経験してい

る。たとえば，金融保険業は 1973年時点で約 12.5年の平均教育年数であり.民間部門では一番

高い平均教育年数であった。これは 2009年時点で 14.6年になっており.2.1年も上昇している。

サービス業の平均教育年数も観察期間において2年程度伸びている。 1976年に大卒平均労働

コストが大きく増加しているが.他の学歴では増加が大きくない。その後.2003年あたりまで

労働コストは増加の傾向を持っているが.大卒労働コストとの差は縮まっていない。対家計民間

非営利サーピス生産者部門の平均労働コストも，サービス業の動きとよく似ているといえよう。

政府サーピス生産者部門に関しては. 1994年頃まで高専・短大とそれ以下の学歴の労働コスト

にほぼ差は生じていなかった。その後.高専・短大の労働コストは中卒と高卒の平均労働コスト

よりも増加したあとに横ぽいとなった。 1994年以降の労働コストの動きは大卒と高専・短大の

労働コスト.高卒と中卒の2つに分かれている。

通常，より学歴の高い高専・短大の平均労働コストが高卒や中卒の労働コストよりも高いはず

であるが，図 2-13ではその傾向は見られない。この理由は さまざまな年齢や男女を含めた

平均労働コストのデータを使用しているからである。高専・短大への進学者のほとんどが女性で

あることを考えると，高専・銀大卒の平均労働コストは，女性のみの労働コストを反映している

と考えられる。さらに，非正規雇用は対象としていないので.女性が結婚・出産のために継続就

業を断念していると考えると.女性の中でも比較的年齢層が若い労働コストを代表していると推

察できる。

全産業分類にわたって，平均教育年数は観察対象期間で増加していることがわかり. 12産業
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のうち 2年以上の増加年数が4つ， 1.5年以上2年未満が5つ， 1.5年未満が3つであった。

3.先行研究

本節では.教育の外部性.人的資本のスピルオーパーに関して分析している既存研究を紹介し

ていく。

周囲から学ぶことの効果は， Foster and Rosenzweig (1995)がインドにおける農家のデータ

を使用して検証している。インドに新しい農業用技術が輸入されたとき.それを使用するかどう

か.またそれによって利潤がどの程度得られるかを分析している。具体的には.自分で実際に行

なって学ぶことの効果と 自分の周囲の農家が先に実行している場合に周囲から方法を学ぶ効果

に焦点、をあてている。自分の近隣にすでに新しい技術を使用した者がいれば，周囲から学ぶこと

によって新しい技術を採用する傾向にあり.また適切な使用方法に関する情報を周囲から得るこ

とで収穫を増やすことが可能という結果が得られている。スピルオーバーの効果にのみ関してま

とめれば，新技術を経験した近隣の農家がいることは，未経験の農家しかいない場合と比較して，

より恩恵を受けられることを述べている。その大きさについては.周囲から情報を得ず自分で

やってみる場合に比べて 2倍程度と示している。

Beeson and Montgomery (1993)は，地域の平均教育年数ではないが.その地域の大学に関

する様々な指標(たとえばR&Dの金額.学士の数など)が雇用水準や科学者やエンジニアの比

率.地域の収入や住民の純移動率等に影響を及ぼすかどうかを実証的に分析しているらこの研

究の動機も，地域の平均的な人的資本が雇用に関する様々な指標に正の影響を及ぼすのではない

か，というものである。

局所的.地理的な知識のスピルオーパーに対する大学の研究と産業の R&Dの影響を研究して

7 さまざまな大学に関する指標は，その地域で雇用されている科学者やエンジニアの割合や雇用の成長率には正

の影響を与える一方.地域の収入や雇用率，純移動率には影響を与えないという仮説は棄却できないとしてい

る。

-95-



いるものに. Anselin. Varga and Acs (1997)がある。そこでは，大学の研究から民間の私的な

部門への知識のスピルオーバーが存在することを指摘している。モデルには，知識のアウトプッ

ト(たとえば特許やイノベーションの回数)が産業の R&Dと大学の研究から構成されることを

想定した生産関数を用いている。そして，産業の R&Dと大学の研究との潜在的な影響を考慮す

るため.産業の R&Dを大学の研究.大学の研究を産業の R&DでおEいを説明する追加的な同

時方程式を導いている。推計において，被説明変数に地域におけるイノベーションの回数，説明

変数に R&Dに関する指標.大学の研究費の支出を含めている。実証分析の結果，イノベーショ

ンに対して私的部門の R&Dも大学の研究も正で有意な影響を示し 印マイル離れていても大学

の研究のスピルオーパーは発生することを発見している。

産業内のスピルオーパーに関する研究に Bernstein (1988)がある。 Bernstein(1988)はカ

ナダの 7つの産業における 生産費用や生産構造への R&Dのスピルオーパーの効果を推計して

いる。スピルオーバーの効果によって生産にかかる平均費用が下がることを明らかにしている。

また，社会的収益率に対する貢献を計算した場合，産業聞のスピルオーバーよりも産業内のスピ

ルオーバーの効果が強いことを示している。

本稿の分析と同様に.説明変数に平均教育年数を使用している先行研究に. Rauch (1993)と

Acemoglu and Angrist (20∞) .平均教育年数ではないが大卒者の割合を使用している研究に

Moretti (2∞4)がある。

Rauch (1993)は.個票データを使用し.被説明変数に時間当たりの賃金.説明変数には個人

の性質や居住地域の性質を含んで賃金関数を推計している。居住地域の変数の一つに.その地域

の平均教育年数を使用している。また. OLS推計では地域固有の効果を誤差項に含んでしまい，

係数がバイアスを持ち，標準誤差は一致性を持たないことを指摘している。これらを避けるため，

一般化最小二乗法による推計を行なっている。推計の結果 さまざまな要因をコントロールしで

も.地域の平均教育年数は賃金に正で有意の影響を与えることを発見している。また，地域の平

均経験年数8の係数の大きさよりも.平均教育年数の係数のほうが大きいことが重要だとしてい

る。推計結果を用いて全要素生産性の上昇を計算すると，平均教育年数がl年増加することは.

全要素生産性を 2.8%上昇させるという結果も得ている。

Moretti (2∞4)は.大卒者の割合が違う地域の人々の賃金を比較することで，大学教育から

スピルオーバーが発生しているかどうかを検証している九ここでも，賃金を上昇させる効果を

もち，大卒者の割合にも影響を関係するであろう，個人や都市の観察できない性質が大きな問題

8 経験年数とは，年齢から教育年数と 6を引いたものを指す。学校を卒業した後に勤続していたと思われる年数。

Rauch (1993)は.地域の平均教育年数のみではなく.地域の平均労働経験年数も計算し.説明変数に加えて

いる。

9 学歴のこ極化が進んでいない限り.大卒者の割合は平均教育年数を上昇させると考えられるので，大卒者の割

合の効果についての考察は.本稿や Rauch(1993)の平均教育年敬と問機の概念であると考えられる。
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であると指摘している。そのため，パネルデータを使用することと，観察できない都市特有の需

要ショックを 2つの操作変数を使用して説明することで対処している。分析の結果. 1%の大卒

者数の上昇は，高校中退者の賃金を1.9%.高卒者の賃金を1.6%引き上げるとしている。

Acemoglu and Angrist (2∞0)は，地域の平均教育年数と，観察されない州の効果の聞にお

ける相聞から生じるバイアスを考慮するために.操作変数法を使用して推計を行なっている。操

作変数には，調査対象者が14歳のときの義務教育法に関する指標を採用している。操作変数法

を使用しない場合，地域の平均教育年数l年の増加はその州におけるすべての労働者の賃金を

0.073増加させることを発見している。また，操作変数法を使用した場合. 1980年までのデータ

を使用した推計結果では外部性を表す変数が有意な結果を示さなかったが. 1990年のデータを

使用した場合には正で有意な結果となったため. 1980年以降に外部性の重要性が高まったので

はないかと推察している。

本節では.地域の研究活動や教育に関する変数を使用した実証分析を行なっている先行研究を

紹介してきた。ただし. R&Dや研究に関する支出額を使用した分析が多く，平均教育年数の上

昇が外部性をもたらすという研究は少ない。また，本稿のように長期間にわたったパネルデータ

を使用した分析もない。本稿では地理的なデータではなく産業別の長期パネルデータを使用して

いる点が.既存研究との大きな差異と考える。

4.理論モデル

地域内の平均教育年数が個人の賃金に影響を与えることを示した理論モデルに. Acemoglu 

and Angrist (2α氾)10がある。本節では，地域内ではなく産業内に焦点を当てているので.彼ら

のモデルの地域内の部分を産業内に修正した理論モデルを提示する。

まず2期間の経済を考える。そして.生産は 2期目で行われるとし，労働者は連続体であり，

lに標準化されるものとする。個人の人的資本をんとして，企業はリスク中立的なものを想定す

る。

第 l期において，企業は不可逆的な投資hを決定する。その費用は Rkとなる。労働者と企業

は2期目に出会う。労働市場は競争的ではなく，代わりに企業と労働者は無作為にマッチングさ

れる。マッチングのあとに企業と労働者が行なう意思決定は，一緒に生産を行なうか.全く生産

を行なわないかの選択となる U。企業fと労働者iが協力して生産を行なう場合.それらのアウ

トプットは

hy可 )
 

句

a
A(
 

10 この節の理論モデルは Acemogluand Angrist (2は氾)pp.14-18の多くを参考にしている。

11 これは，次の期はないものと考えていることによる。
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となる。(1)において， α<1， V S 1 -α である。企業と労働者にとって，ペアを解消して新たに

相手を探すことは費用がかかるので，雇用関係は準レントを生じさせる。したがって，賃金はレ

ントのシェアによって決定される。ここで，単純化のために.労働者はアウトプットのシェアp

を受け取り.企業は残りのシェアである 1-β を受け取るとする。

この経済における均衡は企業らの物的資本投資の組み合わせであり，企業fは(2)の期待利潤

関数をわの観点から最大化する。

(1-s)巧E[hFトRわ (2) 

企業らはどのような労働者がマッチングされるか未知なので それらの期待利潤は労働者の異

なる技術水準からの利潤の平均となる。 (2)は厳密に凹関数であり，すべての企業が同じ資本投

資の水準を選択助言めすると， (3)が得られる。

k-[ヰ竺)ν同 (3) 

H 51 E [h/1であり.ここでは総人的資本の指標となっている。 (3)を(1)に代入し.賃金はアウ

トプットのβの部分に等しくなるということを使えば，労働者iの賃金は，

(4) 

の形で表される。これの対数をとれば， (5)になる。

h同
.n

 

引
U+

 
H
 

'仰

一α
α
一-

+
 

piv 
眠
.n

 

(5) 

ここで cは定数項であり.α/(1-α)とUは正の係数である。

人的資本の外部性が起こるのは，企業が雇用するだろう労働者の質が平均的な人的資本を兼ね

備えていることを見越したうえで，物的資本の投資を決定していることから生じる。

もしザーチとマッチングの必要がなければ.企業は選択した物的資本投資の水準に見合う人的

資本を持った求職者を雇用するので，人的資本の外部性は生じない。

このモデルは，個人の教育の決定を説明するメカニズムによって完成する。以下で.その説明

を行なう。

まず.個人の人的資本を(6)のように仮定する。

ゐ=eXP(17isi) (6) 

Siは労働者iの学歴である。労働者は観察できない能力 'li=θ;TJ(Si)を持っていて.これは個人

の性質伐と学歴に依存している。労働者の消費 Ciは.所得に等しいと仮定し，(7)を最大化す
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るように教育水準は選択されると仮定するo

M 十，.sl (7) 

If/，.は個人 iの教育の費用であり.個人の割引率と解釈することも可能である。個人の教育水準の

決定は. (5)を所与としたうえでの(7)の最大化によって行われる。これは. (8a)つまり (8b)を

満たす教育水準の均衡を得る。 (8b)における匂は関数qの弾力性である。

s
 

eu v
 

E
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「
l
l
E
E」

ρ町"ν
 (8a) 

ゲ(S，.)( e;1 + 1) =合 (8b) 

最適に選択された教育水準の母集団の平均的な収益は E[v8，. 1" (S，.) + s，. ゲ (S，.)I]である 120

(5)は実証分析において基礎的な枠組みになっている。しかし. Hは観察できないので.lnH

を産業内の平均教育年数である 5で近似する 13。また，得られている賃金データは学歴別の平均

賃金なので，産業jに属する学歴eに関する式を推計する。さらに.推計は学歴ごとに行なうので，

説明変数には学歴を表すダミー変数は使用せず. t時点における各産業部門の平均教育年数を使

用する。

つまり，実際には(9)を推計することになる。

ln九t= ro + r1Sjt +Ujt (9) 

(9)は(5)の h，.に対応する変数を含んでいないが，同じ学歴ごとに推計しているので，学歴の

効果はコントロールされている。また，特定の産業に高学歴の労働者が集まる内生性の存在も考

えられるが，そういった産業特有の効果は推計手法に固定効果モデルを採用することによってあ

る程度考慮されている。

次節では.使用するデータや変数について説明を行なう。

5. データ

本稿で使用するデータは 経済産業研究所 (RIETI)の『産業・企業の生産性と日本の経済成

長プロジェクト』が一橋大学経済研究所の21世紀COEと共同で作成した.i日本産業生産性デー

タベース」の 2012年度版(以下JIP2012)である。 JIP2012は，各産業部門別に全要素生産性を

推計するのに必要な資本サービスに関する指数，労働に関する指数，名目や実質の生産・中間投

12 特定の部分母集団に対する平均的な収益は.割引率と関係してくる。詳細については Acemoglu加 dAngrist 

(2α)())を参照されたい。

13 Acemoglu and Angrist (2α氾)では.この部分が州内の平均教育年数であった。本稿は産業内のデータを使

用するので.この点が彼らとの差異になる。
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入.TFPの上昇率を計算した成長会計の年次データから構成されている 14。本稿ではウェプ上

に一般公開されているデータも使用するが.それ以上に詳細なデータを学習院大学の宮川努教授

らに提供していただいた。具体的には，産業別・学歴別の就業者数や労働時間.一人当たり年間

労働コストのデータが一般公開されていないデータである。ただし.学歴が判明しているのはフ

ルタイムの従業員のみである。

JIP2012は1970年から 2∞9年までのデータが公開されているが，実質労働コスト(年間)を

計算するにあたって 1971年と 1972年のデータが使用できなかったため.本稿では 1973年から

2009年までを分析対象としている。実質労働コストを計算する際.2∞0年の値を基準にしている。

また.JIP2012では住宅部門とその他部門ではすべての年において労働コストのデータが得られ

なかったので.分析から除外している。したがって. 106部門・ 37年分のデータを用いて分析を

行なった。表lでは，本稿で使用する変数の記述統計量を示している。

表 1 記述統計量

平筒 量小{
中寧労働コスト 8.4623 0.3995 7.0689 9.7646 
高卒労働コスト 8.5288 0.3727 6.9354 9.8085 
短大・専門学校労働コスト 8.5212 0.3120 7.2249 10.0151 
大卒以よ労働コスト 8.8630 0.3468 7.1422 10.3127 
中率月間労働時間(対数) 5.1662 0.0704 4.9345 5.4181 
高率月間労働時間(対数) 5.1571 0.0633 4.9127 5.3938 
短大・高専月間労働時間(対数) 5.1406 0.0562 4.9053 5.3471 
大卒以よ月間労働時間(対数) 5.1365 0.0580 4.8875 5.3680 

平均教育年ーあ敏た 8.2925 1.1379 6.8708 14.0507 
マンアワ L 

凶晶

20199 59737 139 1114842 
ンプルザイズ 3922 

6.実証分析

本稿で使用するデータは， 106部門. 37年分から構成されるパネルデータである。パネルデー

タである特徴を活かし.本分析では固定効果モデルによる分析を行なう 150 Rauch (1993)や

Moretti (2∞4)で指摘されているように.観察できない個人の能力や都市の性質が説明変数と

相関している場合は OLS推計だと望ましい推定量が得られない。そこで.産業部門特有の効果

を取り除くために，固定効果モデルによる推計を採用した。具体的には.次の式を学歴別のカテ

ゴリに分けて推計する。 jは産業部門 tは時点をそれぞれ表す。また，実際の推計には年ダミー

14 データに関する記述は.深尾・宮川編(鉛08)と，経済産業研究所 (2013)rJIPデータベース 2012Jを参考

にした。静しくはこれらを参照されたい。

15 変量効果モデルによる推計も行なったが.固定効果モデルの結果と比較して，有意性や係数の符号.大きさが

会〈異なるといったことは生じなかった。また，プーリング推計と変量効果モデルのどちらが好ましいか検定

を行なったが.変量効果モデルの結果が支持された。
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を説明変数に含んでいる。

InY，jt =α+ P1Sjt +β2lnhour.jt + P3Kjt + Zj + Ujt (10) 

Yは学歴別年間平均労働コスト.Sjtはt時点における j産業の平均教育年数を表している。

houηはt時点におけるj産業の学歴eの平均労働時聞を示す。 Kは資本装備率にあたる変数で

ある。この変数は生産性の上昇を反映していると考えられる00は個体効果.Ujtは誤差項である。

推計結果は.表2に示しである 16。

解釈が容易なのは，高卒カテゴリと短大・高専カテゴリの結果である。平均教育年数の係数が

正で有意な結果を示したことから 17 その産業における平均教育年数が上昇すると，高卒と短大・

高専の平均所得は上昇することがわかる。したがって.これは教育の外部性による人的資本のス

ピルオーバーの効果が表れていると解釈できる 180

次に，大卒以上カテゴリにおける推計結果を確認してみる。ここでは，平均教育年数の係数は

正ではあるが有意ではない。この結果は，その産業内の平均教育年数が上昇することは，大卒の

平均所得を引き上げないことを示唆するものである。しかし 大卒者が人的資本のスピルオー

バーの源泉と考えれば，妥当な結果であろう。 Moretti(2004)においても，その地域の大卒者

が 1%増えることで高校中退者と高卒者の賃金をそれぞれ1.9%. 1.6%引き上げるとしている。

その一方で大卒者の賃金は 0.4%しか上昇させず，こういった効果はより低い学歴の者に対して

大きいと結論している。本稿のこうした結果は，先行研究と整合的であるといえる 19。

一方.中卒カテゴリにおいては.平均教育年数の係数は有意ではないが，負である。これはど

ういったことであろうか。 Nelsonand Phelps (1966)やShultz(1975)によれば，学歴を「あ

る技術を使うことのできる資格Jというように解釈することも可能であるという。たとえば.技

術を効率よく吸収できるような素地を備えているという}種のシグナルを送るものである。中卒

であるということは，他の学歴の者よりも基礎的な学力が低く.業務の効率性を改善するような

アイデアや革新的な技術がその産業内で確立されたとしても，それに適用できないことも考えら

れる。平均教育年数が上昇するにしたがって，その産業の人的資本は高まり，それが理解または

適応できれば，より高度な業務を効率ょくできるようになったとしよう。しかし，それを可能に

16 被説明変数に時間当たり賃金の対数値を用い.説明変数から労働時聞を除いた推計も行なったが.推計結果に

大きな違いは生じなかった。

17 高卒カテゴリで説明変数に平均教育年数のみを含んだ場合(列 1)では 10%有意としてあるが. P値は 0.051

である。

18 レフェリーの指摘によると.これらの学歴層において平均教育年数が正で有意な影響を持つ解釈のひとつとし

て.大卒者が多い産業においてはこれらの学歴層の者たちが大卒者との差を埋めようとし努力するので.これ

らの学歴層の賃金が高い.という可能性も存在する。本稿の推計結果では.この可能性を否定することはでき

ない。

19 Moretti (2∞4)では.学歴の高い人の賃金は.他の高学歴者の増加によって負の影響を受ける一方.スピルオー

パーの思恵も受けることを指摘している。
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するためには高卒程度の学力が必要ならば.中卒であることは人的資本のスピルオーバーの恩恵

を受けることはないし，むしろその産業の中において，今までの行なってきた業務の価値が低下

することも考えられる。そうした場合，その産業における平均教育年数の上昇は.中卒カテゴリ

の収入に負の影響をもたらすこともあり得る。

労働時間の対数は.すべての学歴において強い有意性を示さなかった。これは，すべての学歴

間，産業間，また時系列においてほとんど動きがなかったことが原因であろう。その証拠に，労

働時間を説明変数に含んでいない列 lと含んだ列2を比較した場合 大卒以上カテゴリでは決定

係数はほとんど上昇しない。これは列3と列 4の比較でも同様である。また，中卒や高卒カテゴ

リにおいては列 1よりも列 2のほうが.列 3よりも列 4のほうが.決定係数が低い。

次節では.本稿のまとめを行なう。

表2 固定効果モデルによる推計結果

8. 

3922 
0.257 

'8. 
3922 
0.3789 

0.0255 

8. 

3922 
0.2507 

'8. 

3922 
0.377 

1)山は 1%有意は5%有意.・は 10%有意をそれぞれ表す。

2)標準誤差はロバストな標準誤差である。
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7.結論

本稿では，教育の外部性に着目し.労働市場の高学歴化は労働者本人のみの賃金に影響するの

ではなく.他の労働者の賃金にも影響を及ぼしているかどうかを分析した。これまでの平均教育

年数と個人の賃金の関係を扱った先行研究には.地理的範囲におけるデータを使用したものが多

く，本稿のように産業別のパネルデータを使用した分析はない。この点が本稿と先行研究との大

きな違いの一つであると言えよう。

第2節では，本稿で使用した JIP20l2の学歴別平均労働コスト，平均教育年数について概観し

た。ここから，平均教育年数が増加していることが見て取れた。学歴別の労働コストに関しては，

景気の影響を受けるために変動は存在したが，それでも長期的に見た場合は増加傾向にあるとい

えよう。

第6節の実証分析において.高卒と高専・短大の平均労働コストに対して，産業の平均教育年

数は正の影響を及ぼすことを明らかにした。ただし 中卒に対しては人的資本のスピルオーバー

効果が及ばない可能性についても言及した。大卒に関しては，人的資本がスピルオーバーする源

泉であるという視点から，平均教育年数の上昇は大卒の労働コストを増加させないと推察でき

る。しかし，この結果は先行研究とも整合的であった。

これから労働市場における高学歴化はさらなる進展を迎えることになるかもしれない。その場

合.個人の収益だけではなく.こういった外部性まで考慮に入れた高等教育政策を実施する必要

があるのではないだろうか。

推計において，産業分門内の性別や年齢構成比も考膚すべきではあったが，データの制約上，

それらの変数を用いて分析することはできなかった。また 非正規労働者の増加も大きな問題で

ある。これらが人的資本の外部性に対してどのような影響を持っか分析することは，今後の課題

とする。
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